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回次
第73期

中間会計期間
第74期

中間会計期間
第73期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （千円） 3,560,935 2,541,393 7,617,230

経常利益 （千円） 425,886 180,571 740,941

中間（当期）純利益 （千円） 290,321 112,038 489,105

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 2,510,000 2,510,000 2,510,000

発行済株式総数 （千株） 1,373 1,373 1,373

純資産額 （千円） 7,009,845 7,189,722 7,258,819

総資産額 （千円） 11,378,858 10,452,447 11,382,620

１株当たり中間（当期）純利

益
（円） 222.21 85.76 374.37

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 60.00

自己資本比率 （％） 61.6 68.8 63.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 683,286 842,951 1,190,538

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △227,072 △157,730 △495,877

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △36,384 △716,512 △396,231

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 854,089 699,907 731,008

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

        ３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

            ん。

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要な変

更はありません。

　また、関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

（財政状態の分析）

　当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ930百万円減少の10,452百万円となりました。これは主に、

商品及び製品は359百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が1,453百万円、投資有価証券が時価の変動等によ

り128百万円それぞれ減少したことによるものです。

　負債につきましては、前事業年度末に比べ861百万円減少の3,262百万円となりました。これは主に、借入金が

635百万円、支払手形及び買掛金が119百万円それぞれ減少したことによるものです。

　また、純資産は前事業年度末に比べ69百万円減少の7,189百万円となり、自己資本比率は68.8％（前事業年度末

63.8％）となりました。

（経営成績の分析）

　当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により個人消費に持ち直しの動きが見られたこと

や、好調な企業業績が設備投資を後押ししたことで、内需主導の緩やかな回復基調が続きました。今後の見通しに

ついては、海外経済の下振れリスク、世界情勢の緊迫化などによる影響など懸念材料が多く注視が必要です。

　このような状況の中で、総売上高は2,541百万円となり、前年同期（3,560百万円）に比べ1,019百万円

（28.6％）の減収となりました。

　国内売上高は、機能性用中間物及び界面活性剤が増加したものの、医薬用中間物が減少、主力の農薬用中間物が

顧客の在庫調整により大幅に減少したことにより、2,232百万円と前年同期（3,229百万円）に比べ997百万円

（30.9％）の減収となりました。

　輸出売上高は、医薬用中間物が増加したものの、機能性用中間物が減少したことにより、308百万円と前年同期

（331百万円）に比べ22百万円（6.7％）の減収となりました。これにより、輸出比率は12.2％（前年同期9.3％）

となりました。

　利益につきましては、固定費の減少等はあったものの、売上高の大幅な減収や工場稼働率の低迷等により、営業

利益は117百万円（前年同期 379百万円）となりました。営業外収益で、受取配当金29百万円、サンプル売却益15

百万円、補助金収入14百万円等を計上したこともあり、経常利益は180百万円（前年同期 425百万円）、中間純利

益は112百万円（前年同期 290百万円）となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

　当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、棚卸資産は497百万円増加しましたが、売上債

権が1,453百万円減少したこと等により、842百万円の収入（前年同期 683百万円の収入）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出152百万円により、157百万円の支出（前

年同期 227百万円の支出）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金が635百万円減少したことにより、716百万円の支出（前年同期 

36百万円の支出）となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の中間会計期間末残高は699百万円となり、前事業年度末に比べて31百万円減

少しました。

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題については、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。
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区分
　生産高（千円）

前年同期比（％）
前中間会計期間 当中間会計期間

医薬用中間物 763,762 395,175 △48.3

農薬用中間物 2,091,103 1,909,855 △8.7

機能性用中間物 206,967 231,526 ＋11.9

その他用中間物 0 － △100.0

界面活性剤 175,859 152,138 △13.5

合計 3,237,694 2,688,696 △17.0

　区分
販売高（千円）

前年同期比（％）
前中間会計期間 当中間会計期間

医薬用中間物 682,552 595,648 △12.7

農薬用中間物 2,374,867 1,398,221 △41.1

機能性用中間物 271,173 294,768 ＋8.7

その他用中間物 47,009 52,931 ＋12.6

界面活性剤 171,932 189,390 ＋10.2

その他 13,400 10,431 △22.2

合計 3,560,935 2,541,393 △28.6

輸出先
輸出販売高（千円）

　前年同期比（％）
前中間会計期間 当中間会計期間

北米 48,183 － △100.0

欧州 274,815 301,494 ＋9.7

アジア他 8,160 7,367 △9.7

合計 331,158 308,861 △6.7

(3）研究開発活動

　当中間会計期間における研究開発費の総額は121百万円です。なお、研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

(4）生産及び販売の実績

　当中間会計期間における、生産及び販売実績は、下記のとおりであります。

　なお、当社の事業は、有機化学合成に基づく中間物の製造、販売、研究及びサービス等を行う単一セグメントで

あるため、セグメント情報を記載しておりませんので、「生産及び販売の実績」については製品の種類別ごとに記

載しております。

① 生産実績

② 販売実績

　（注）主な輸出先、輸出販売高の増減は、次のとおりであります。

３【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに決定または締結した経営上の重要な契約等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,373,000 1,373,000
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数 100株

計 1,373,000 1,373,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 1,373,000 － 2,510,000 － 2,016,543

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

ＧＭＯクリック証券株式会社 東京都渋谷区道玄坂１丁目２番３号 100 7.72

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 69 5.35

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 64 4.91

株式会社紀陽銀行

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

和歌山県和歌山市本町１丁目35番地

（東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ）

55 4.24

菅井　博 兵庫県芦屋市 40 3.09

三木産業株式会社 徳島県板野郡松茂町中喜来字中須20 35 2.73

花光　雅丸 和歌山県日高郡 34 2.66

株式会社マナック・ケミカル・パー

トナーズ
東京都中央区日本橋３丁目８番４号 34 2.60

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ）

33 2.57

住友生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都中央区八重洲２丁目２-１

（東京都中央区晴海１丁目８-12）
28 2.18

計 － 497 38.06

（５）【大株主の状況】

（注）当社は自己株式66千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.85％）を保有しておりますが、当該自己株式

       には議決権がないため、上記の「大株主の状況」から除外しております。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数 100株
普通株式 66,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,301,800 13,018 同上

単元未満株式 普通株式 4,600 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,373,000 － －

総株主の議決権 － 13,018 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

スガイ化学工業株式会社
和歌山県和歌山市宇須

四丁目４番６号

66,600 － 66,600 4.85

計 － 66,600 － 66,600 4.85

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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①　資産基準 0.5％

②　売上高基準 0.4％

③　利益基準 0.2％

④　利益剰余金基準 0.9％

第４【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。

３　中間連結財務諸表について

　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第95条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。
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（単位：千円）

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 731,008 699,907

受取手形及び売掛金 ※１ 2,321,082 ※１ 867,299

商品及び製品 1,740,803 2,100,779

仕掛品 42,611 167,596

原材料及び貯蔵品 588,251 601,102

その他 18,329 94,496

貸倒引当金 △6,980 △2,618

流動資産合計 5,435,105 4,528,563

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 690,383 714,679

機械及び装置（純額） 1,221,219 1,243,820

土地 1,326,989 1,326,989

その他（純額） 624,548 680,749

有形固定資産合計 3,863,140 3,966,239

無形固定資産

その他 4,418 12,987

無形固定資産合計 4,418 12,987

投資その他の資産

投資有価証券 1,926,892 1,797,930

関係会社株式 3,819 3,819

その他 157,264 150,927

貸倒引当金 △8,020 △8,021

投資その他の資産合計 2,079,955 1,944,656

固定資産合計 5,947,514 5,923,883

資産合計 11,382,620 10,452,447

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 921,166 801,631

短期借入金 400,000 －

１年内返済予定の長期借入金 455,871 420,000

未払金 105,385 268,437

未払費用 306,163 292,044

未払法人税等 128,058 44,682

未払消費税等 125,202 －

賞与引当金 107,609 101,320

解体撤去引当金 254,000 218,353

その他 96,221 103,806

流動負債合計 2,899,677 2,250,277

固定負債

長期借入金 755,000 555,000

退職給付引当金 427,459 418,556

その他 41,662 38,890

固定負債合計 1,224,122 1,012,447

負債合計 4,123,800 3,262,724

１【中間財務諸表】

(1)【中間貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,510,000 2,510,000

資本剰余金 2,016,543 2,016,543

利益剰余金 2,200,456 2,234,108

自己株式 △105,638 △105,770

株主資本合計 6,621,360 6,654,880

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 637,459 531,529

繰延ヘッジ損益 － 3,312

評価・換算差額等合計 637,459 534,842

純資産合計 7,258,819 7,189,722

負債純資産合計 11,382,620 10,452,447
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 3,560,935 2,541,393

売上原価 2,735,459 1,995,223

売上総利益 825,475 546,169

販売費及び一般管理費

発送運賃 11,651 9,985

従業員給料及び手当 148,256 148,288

賞与引当金繰入額 32,737 31,470

退職給付費用 9,491 10,511

その他 243,969 228,083

販売費及び一般管理費合計 446,106 428,339

営業利益 379,368 117,830

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 27,546 29,257

為替差益 22,551 3,456

補助金収入 549 14,846

サンプル売却益 4,574 15,445

その他 2,541 9,895

営業外収益合計 57,763 72,903

営業外費用

支払利息 6,255 4,887

その他 4,990 5,275

営業外費用合計 11,246 10,162

経常利益 425,886 180,571

特別損失

固定資産除却損 9,907 11,913

特別損失合計 9,907 11,913

税引前中間純利益 415,978 168,657

法人税、住民税及び事業税 137,188 35,420

法人税等調整額 △11,532 21,198

法人税等合計 125,656 56,618

中間純利益 290,321 112,038

(2)【中間損益計算書】
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 415,978 168,657

減価償却費 231,203 220,934

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,789 △4,361

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,018 △6,288

解体撤去引当金の増減額（△は減少） － △35,646

退職給付引当金の増減額（△は減少） △705 △8,903

受取利息及び受取配当金 △27,548 △29,260

補助金収入 △549 △14,846

支払利息 6,255 4,887

為替差損益（△は益） △3,183 △190

固定資産除却損 9,907 11,913

売上債権の増減額（△は増加） 581,375 1,453,782

棚卸資産の増減額（△は増加） △171,227 △497,811

仕入債務の増減額（△は減少） △261,688 △119,534

未払消費税等の増減額（△は減少） 45,019 △195,452

その他 △47,961 △28,931

小計 781,106 918,947

利息及び配当金の受取額 27,525 29,233

補助金の受取額 549 14,846

利息の支払額 △6,141 △4,828

法人税等の支払額 △119,751 △115,246

営業活動によるキャッシュ・フロー 683,286 842,951

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △223,137 △152,231

その他 △3,934 △5,498

投資活動によるキャッシュ・フロー △227,072 △157,730

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 △400,000

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △262,480 △235,871

配当金の支払額 △57,980 △77,458

その他 △15,924 △3,183

財務活動によるキャッシュ・フロー △36,384 △716,512

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,183 190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 423,013 △31,101

現金及び現金同等物の期首残高 431,076 731,008

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 854,089 ※ 699,907

(3)【中間キャッシュ・フロー計算書】
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前事業年度
（2024年３月31日）

当中間会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 506千円 －千円

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※１ 期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度の末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

※２ 偶発債務

　　 　（重要な訴訟事件）

           当社は、元従業員遺族より2022年11月４日付で、福井地方裁判所に労働審判を申立てられました（労働審判

         を求める事項の価額　103,903千円及びこれに対する遅延損害金）。

           2023年３月14日、80,000千円の範囲で請求を認容する労働審判が下されましたが、同月16日当社が異議を申

         立てたことにより失効し、福井地方裁判所での通常訴訟に移行し、係争中です。訴訟の推移によっては、今後

         の業績に影響を及ぼす可能性もありますが、現時点ではその影響を予測することは困難であります。

前中間会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

現金及び預金勘定 854,089千円 699,907千円

現金及び現金同等物 854,089 699,907

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりであ

ります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 58,793 45 2023年３月31日 2023年６月23日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月20日
定時株主総会

普通株式 78,386 60 2024年３月31日 2024年６月21日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

配当金支払額

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前中間会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）及び当中間会計期間（自　2024年４月１日　至　

2024年９月30日）

　当社の事業は、有機化学合成に基づく中間物の製造、販売、研究及びサービス等を行う単一セグメントである

ため、記載を省略しております。
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前中間会計期間

(自  2023年４月１日

  至  2023年９月30日)

当中間会計期間

(自  2024年４月１日

  至  2024年９月30日)

医薬用中間物 682,552 595,648

農薬用中間物 2,374,867 1,398,221

機能性用中間物 271,173 294,768

その他用中間物 47,009 52,931

界面活性剤 171,932 189,390

その他 13,400 10,431

顧客との契約から生じる収益 3,560,935 2,541,393

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 3,560,935 2,541,393

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

                                                                                （単位：千円）

前中間会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

１株当たり中間純利益 (円) 222.21 85.76

（算定上の基礎）

中間純利益 (千円) 290,321 112,038

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る中間純利益 (千円) 290,321 112,038

普通株式の期中平均株式数 (千株) 1,306 1,306

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月11日

スガイ化学工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神　田　　正　史

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 谷 川　卓　也

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスガイ化学工業

株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、スガイ化学工業株式会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対し

て限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手し

た証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していないと

信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評

価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上


